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☆働きやすい職場環境づくり
　「企業の社会的責任（ＣＳＲ）」を果
たすとともに「あらゆる差別の撤廃と
人権教育の推進」に邁進しましょう。

地球に優しい企業人の皆様へ
“�あなたにもできる。
　��ライフスタイルの見直しで、
　　　１人１日１kgのCO2 削減”

職場での人権意識向上のため
の研修会に講師を派遣します

「職場の人権意識向上セミナー事業」のご案内

　平成22年２月に策定した「長野県人権政策推進基本方針」の基本理念『人権が尊重される長野県』
をめざし、企業・職場での人権意識の向上を図る研修会の開催について県が支援します。

　「職場の人権意識向上セミナー事業」は、企業・職場における人権に関する研修などの積極的な
取組を促進するため、県内の企業等が行う人権に関する研修会に講師を派遣する事業です。
　研修会の講師に係る謝礼金や旅費を県が負担します（ただし、上限額を超えた場合は、その分
のご負担をお願いします。）

※�実施要件など事業の詳細につきましては、県ホームページ（人権・男女共同参画課ページ）を
ご覧いただくか、下記までお問い合わせください。
※予算に上限があるため、受付終了とさせていただく場合があります。

　パワーハラスメント、セクシュアルハラスメント、公正採用、障がい者・高齢者・外国人の雇
用に向けた環境づくり、情報管理、CSR（企業の社会的責任）等

長野県 県民文化部 人権・男女共同参画課　〒380-8570�長野市大字南長野字幅下692-2
電話：026-235-7106　FAX：026-235-7389　E-mail：n-jinken@pref.nagano.lg.jp

お問い合わせ先

事業の概要

事業の流れ 令和２年３月31日までに終了する研修会が対象です。

研修テーマ例

【申請】
実施の概ね２
か月前までに、
講師の希望等
と併せて申請

【打合せ】
研修会講師と
の間で、日時・
内容・経費な
ど、必要な打
合せを実施

研 

修 

実 

施

【報告】
実施結果
を報告

【確認】
申請内容を確
認し、研修会
講師に打診を
行い、結果を
通知

➡ ➡ ➡ ➡
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２	 特集
� �ྩ ࿨ݩ೥度�௕໺ݝதখஂۀاମதԝձ

௨ৗ૯୅ձΛ։࠵
11	 中央会インフォメーション

15	 全中インフォメーション

16	 好機逸すべからず
� ʣࢢʢ্ాۀ࢈ݪձࣾੴࣜג
� ଠཅࣜגۀ޻ձࣾʢਡ๚ࢢʣ
18	 市町村のイチオシ！
� ࢢా্
19	 弁護士の話
� ʮอূʹؔ͢Δݟ௚͠ʢ̍ʣʯ

௕࿨ொ

ࢢా্

〈表紙写真〉藤の花に彩られる前山寺三重塔
　前山寺は、上田市の独鋸山麓にあり塩田平を眼下に東に上田
城、千曲川、西に別所温泉を見下ろす場所にあります。境内に
は、「未完成の完成の塔」と呼ばれる国重要文化財の三重塔が
あり、季節の移ろいとともに花々が咲き「花の寺」とも呼ばれ、
6月には見事な藤の花が三重塔の存在感を際立たせています。

（撮影：岡田光司。風景の美しい瞬間を光と共に撮影している
上田市在住の写真家）
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　５月23日、長野市
「ホテルメトロポリ
タン長野」にて令和
元年度通常総代会
が、阿部守一知事、
清沢英男長野県議会
議長、依田明善長野
県議会産業観光企業
委員長をはじめ、ご
来賓多数ご臨席のも
と開催されました。
　県歌「信濃の国」
を斉唱の後、増沢洋太郎副会長の開会挨拶で始
まった総代会では、唐沢政彦会長代行が挨拶の中
で、令和という新たな時代を迎えた期待と人手不
足や経済減速の懸念など山積する課題に対し、中
小企業の連携組織専門支援機関として取り組んで
いくことを述べられました。
　続いて、叙勲・褒章、長野県知事表彰受賞者へ
の顕彰と退任された事務主任者会・青年中央会の
各会長への感謝状贈呈が行われました（10ページ
に掲載）。12名の方が顕彰され、皆さまに褒状と
記念品が授与されました。

　議案審議では、議
長に髙木正雄副会長
が就任し、上程議案
は原案に基づき承
認・可決されました。
本年度は会長等役員
の補充選任が行わ
れ、会長には唐沢政
彦会長代行が選任さ
れました。新会長の
挨拶で、唐沢新会長
は中小企業組合の連

携の重要性について述べられました。
　議事終了後、ご来賓を代表して阿部守一知事、
清沢英男長野県議会議長、株式会社商工組合中央
金庫の髙原清志長野支店長よりご祝辞を頂戴し、
阿部眞一副会長の閉会挨拶により総代会は無事終
了しました。
　会場を移しての祝賀懇談会では、和田健治日本
銀行松本支店長からご挨拶を兼ねた乾杯のご発声
をいただき、懇談会が始まりました。石原秀樹長
野県信用保証協会会長の一発締めにより懇談会は
盛会のうちに終了しました。

特集　平成26年度  通常総代会令和元年度（第64回）長野県中小企業団体中央会

通 常 総 代 会
特 

集

阿部守一
長野県知事

和田健治
日本銀行

松本支店長

清沢英男
長野県議会

議長

石原秀樹
長野県信用保証協会

会長

髙原清志
株式会社商工組合中央金庫

長野支店長

― 地方創生は連携による
地域力アップと強力な発信 ―

スローガン １．組合制度を活用した経営基盤強化と創業支援

２．施策活用による生産性向上と取引環境の改善支援

３．協働・連携による観光産業・商店街の活性化支援

４．事業の引継ぎと事業承継税制の活用支援

５．働き方改革の推進と多様な人材の活躍支援

６．消費税率の引上げ等への円滑な対応
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　本日は、令和元年度第64回長野県中小企業団
体中央会の総代会開催にあたり、総代の皆様方に
は時節柄大変お忙しい中を、県内各地よりご出席
いただきまして、誠にありがとうございました。
　また、阿部長野県知事・清沢長野県議会議長を
はじめご来賓の皆様方には、公務ご多用の折にも
かかわらずご臨席を賜り厚くお礼申し上げます。
　平素は、本会の事業運営につきまして、格別な
るご支援とご理解を賜っておりますことにお礼
申し上げます。
　また、昨年10月より会長代行を務めておりま
すが、この間皆様には多大なご協力をいただいて
おりますことに重ねて感謝申し上げます。
　さて、元号が平成から令和へと改まり、初めて
経験する10連休もあって祝賀ムードが高まる中
で、期待に満ちた新たな時代を迎えましたが、大
きな自然災害がなく、景気も好調を維持して誰も
が豊かさを実感できるような時代であってほし
いと願うものです。
　しかしながら、足元の経済は米中経済摩擦の激
化をはじめ世界経済の減速懸念が増す中で、景気
動向指数による景気判断は６年ぶりに後退して
いる可能性が高い「悪化」に引き下げられる等、
先行きは不透明と言わざるを得ません。
　本会で委嘱しています情報連絡員の皆様から
の報告も、これまでの比較的好調な内容から、厳
しい環境を示す内容に変化しており、こうした状
況を裏付けているものと思います。
　こうした中、本会が地域事務局を担っておりま
す「ものづくり補助金」は７年目となりましたが、
今回も400件余の応募をいただきました。革新的
で新しいサービスの開発や生産性向上のための
設備投資を支援するとともに、「フォローアップ
事業」においては、これまで採択された1,760件
余の事業化を加速させながら、事業者間の連携・

協調を図っていきたいと考えています。
　また、人手不足が顕著な中で働き方改革関連法
が施行され早急な対応が求められており、外国人
労働者の新たな在留資格が創設されたものの、中
身が見えにくく、更には、消費税率の引上げ・軽
減税率の導入など、中小企業・小規模事業者に
とっては課題が山積し正に大きな変革期を迎え
ております。
　この後、議案審議におきまして説明いたします
が、引き続き「働き方改革推進支援センター」を
設置し各種相談に応じるとともに、「外国人技能
実習制度適正化事業」や「消費税軽減税率対応相
談等事業」を通じて、適正な運営・円滑な対応を
図って参ります。
　加えて、産地組合やグループを対象とした「伝
統的工芸品産業魅力アップ・創造事業」、「共同・
協業販路開拓支援事業」などを活用しながら、地
域の活性化、成長分野への展開など諸課題に対応
した事業にも取り組みます。
　本年度も、「地方創生は連携による地域力アッ
プと強力な発信」をテーマに、地域経済を担う中
小企業及び組合が固有の強みを活かして、持続的
成長を遂げていくことができるよう関係機関と
も協力しながら支援して参ります。
　中小企業の連携組織専門支援機関として、自助
努力を後押しする共同事業の活性化を図り、正に
学びと自治に通じた協同組合の設立・企業組合を
活用した創業支援など、地域課題の解決や新規事
業の創出・経営革新に向けた新たな組織化を推進
し、その役割を果たしていく所存です。
　結びに、ご出席いただきましたご来賓の皆様そ
して総代の皆様、更には会員組合・構成員企業の
益々のご活躍、ご発展を祈念申し上げますととも
に、引き続き本会へのご支援、ご協力をお願い申
し上げまして挨拶と致します。

― 地方創生は連携による地域力アップと強力な発信 ―

通常総代会ご挨拶
長野県中小企業団体中央会

会長 唐　沢　政　彦
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特集　令和元年度 通常総代会

ᶗɽதখۀا࿈ܞ૊৫ରۀࣄࡦ

̍ɽ૊߹౳の८ճࢧԉɾ૬ஊۀ຿のॆ࣮ɾڧԽ
　�　組合等及びその構成員企業を計画的かつ効率的に
巡回し、円滑な組合運営並びに経営基盤強化、事業
の再構築に向けて支援する。
　�　指導員25人、職員４人の体制で、長野・松本・上田・
諏訪・飯田に事務所・分室を置き、巡回支援を徹底
し先進的な事例創出並びに事業の再構築に取り組む。
　�　主な内容は次のとおり。（年間の巡回・相談件数　
10,000件以上）
　・��生産性向上に向けたIoT、AIの導入、取引力強化を
図るための組合事業の活性化・共同事業の創出・
再構築

　・��組合を通じた国、県等の各種中小企業施策の周知
とその活用支援

　・��長野県地域事務局として「フォローアップ事業等
のものづくり補助金事業」と連携した企業支援と
組織化の推進

　・��工業・卸売団地及び商店街、地場産業等の産業集
積の振興・活性化支援

　・��人材確保、次世代育成のための青年部の立ち上げ
と組織強化並びに働き方改革への対応支援

　・��官公需適格組合の取得と受注確保・販路開拓支援
　・��外国人技能実習生制度の適正化支援
　・��消費税軽減税率対応、事業承継税制の活用等の支
援

̎ɽ૊৫Խのਪਐɾۀا૊߹ʹΑΔ૑ࢧۀԉ
　��　事業協同組合等連携組織制度の普及、活用につい
て周知し、未組織中小企業者の組織化を推進する。
　・��市町村担当課、商工団体等及び任意団体を訪問し
理解を深め、定期相談日を設ける等的確な情報収
集に努める。（下記の分野等を中心に推進する。組
合等の設立目標　15組合）

　・��中小企業の有する経営資源の相互補完による新事
業分野展開支援

　・��ものづくり分野・伝統工芸品産地・六次産業化に
取り組む農林業及び観光地等の組織化推進（「交流
の駅」事業との連携）

　・��サービス産業及び未組織業界団体等任意組織の掘
り起こしと組織化の推進

　・��企業組合を活用した地域発の創業・事業推進支援
　・��自然エネルギー、環境課題等に対応した組織化の
推進

　・��NPO法人・合同会社、社団法人等の設立と事業計
画の策定支援

̏ɽதখۀا࿈ܞ૊৫౳ࢧԉۀࣄ
　�　中小企業が抱える共通の経営・地域の課題を解決
するため、業種別、地域別の組合等連携組織を通じ
た研修会等を行い、生産性向上の実現と取引環境の
改善に向けた計画策定など、組合及び構成員企業の
体質強化・活性化を図る。
　�　組合間交流研修・組合基盤強化研究会・経営セミ
ナー等を開催する。（主なテーマは次の通り。開催回
数48回、参加者数は、2,000人以上）
　　⑴�　連携して取り組む「健康・医療」「環境・エネ

ルギー」等成長分野への進出
　　⑵�　商店街等が連携して行う共同事業の検討及び

個店の体質強化
　　⑶�　旅館・ホテル等と地域の連携による着地型旅

行商品開発等の観光振興
　　⑷�　伝統工芸品等地域産品の高付加価値化と販路

開拓及び組合間連携の促進
　　⑸�　組合間及び企業連携による取引環境の改善と

生産性向上の実現
　　⑹�　組合の体質強化及び共同事業の活性化並びに

次世代人材育成、事業承継
　　⑺�　官公需適格組合制度の普及及び受注機会の確

保・拡大に向けた事業展開
　　⑻　働き方改革と健康経営の推進等

Ａ．指定事業
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― 地方創生は連携による地域力アップと強力な発信 ―

̐�ɽܦӦֵ৽ɾ૑଄తͳ৽࿈ۀࣄܞのਪਐͱ
૊߹ؒަྲྀのଅਐ

　�　中小企業が異分野の企業等と相互の強みを活かし、
連携して新事業分野への展開、新商品・新技術開発
及び働き方改革等に対応できるよう支援する。
　　⑴�　中小企業等経営強化法等に基づく経営力向上

計画・経営革新計画の策定支援。
　　⑵�　メーカー、商社、施工業者の組合及び産地組

合等による取引環境改善、新商品開発、展示・
商談会の開催等組合間交流を促進し、連携によ
る相乗効果を図る。

　　⑶�　商工組合中央金庫、長野県信用組合等金融機
関と連携し、組合等の現状把握に基づいた機能
の再検証・再構築による活性化事例の創出。（経
営力向上計画・経営革新計画策定支援件数10件、
組合間交流等創出件数５件）

̑ɽ૊߹౳΁のੑ׆Խ৘ใఏۀࣄڙ
ɹᾇ�ɹੑ׆Խ৘ใఏۀࣄڙ
　　�　中小企業関係等の諸情報を収集し、会員組合及
び関係機関へ提供する。

　　○�「月刊中小企業レポート・活性化情報」年６回
発行（発行部数毎回1,800部・編集委員会を設け
て内容の充実を図る。）

ɹᾈ�ɹதখஂۀاମ৘ใ࿈བྷһʹΑΔ৘ใのऩूͱͦ
のఏڙ

　　○委嘱する中小企業情報連絡員　50名
　　　�　毎月得た情報を関係機関に提供し、中小企業

政策に反映するとともに巡回支援等に活用する。
ɹᾉ�ɹެ׭ध৘ใఏۀࣄڙ
　　�　官公需適格組合制度や活動事例を紹介する支援
用冊子の作成・配布を行う。

̒ɽ஍Ҭ࣮ۀ࢈ଶௐࠪۀࣄ
ɹ࿑ಇࣄ৘౳࣮ଶௐࠪ
　�　県内中小企業の労働事情を的確に把握し、適正な
中小企業労働対策を確立する。
　�　�調査結果について、協力企業に還元するとともに
報道機関の協力を得て周知し、機関誌において情報
提供する。
　�　県内の1,300事業所（製造業60％、非製造業40％）
を対象に実施する。

̓ɽ૊߹ࢦಋ৘ใ੔උۀࣄ
ɹωοτϫーΫӡӦۀࣄ
　�　組合等の管理台帳や日報による支援等履歴管理ま
た内容の集計、並びにホームページを継続設置し本
会の情報や施策広報等に活用する。
　�　多様化する組合及び組合員のニーズに応えるため、
スピーディーな情報提供を行うための環境を整える。
（全国中央会が行う担当指導員研修会に２名参加させ
る。）
　①�組合管理台帳の整備内容等を充実し、情報の高度
化、支援の標準化を図り、サポート体制を強化する。

　②�組合及び組合員企業等のホームページの開設、充
実・更新等の支援及び中小企業のサイバー・セキュ
リティ確保のための研修会を開催する。

̔ɽࢦಋһɾ৬һのۀࣄ্޲࣭ࢿ
　�　指導員・職員の企画力・提案力（コーディネート
機能）の育成向上を図るため、関係機関が実施する
研修会等へ派遣する。
　　⑴�　中小企業大学校が行う中央会指導員研修コー

ス等への派遣（５名）
　　⑵�　全国中央会が行うテーマ別情報提供研修、ス

テップアップ・キャリアアップ研修への派遣（12
名）

　　⑶�　関東甲信越静ブロック中央会指導員等研究会
への派遣（２名）

　　　（栃木県及び千葉県で２回開催）

̕�ɽ֎ࠃਓٕೳ࣮श؂ཧஂମٴͼ࣮श࣮ػࢪ
ؔదਖ਼Խۀࣄ

　�　外国人技能実習生の受け入れを行う監理団体組合
及び組合員を対象に、実習制度が適正に運用・活用
されるよう実施する。
ɹ࣮ํࢪ๏ٴͼ಺༰
　�　監理団体から２組合選定し、社会保険労務士、行
政書士等の専門家等による研究会、研修会等を開催
する。（２回開催）
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ᶗɽશࠃதখஂۀاମதԝձิॿۀࣄ

̍ɽখن໛ऀۀࣄ૊৫Խࢦಋۀࣄ౳
ɹᾇ�ɹখऀۀا૊߹੒௕ઓུਪਐϓϩάϥϜ౳ࢧԉࣄ
ۀ

　　�　小企業者の経営基盤の強化や生産性の向上を目
指した、共同事業の改善や新たな事業立ち上げに
助成を行い、小企業者及び小企業者組合の活性化
を支援する。

ɹ【ۀࣄ಺༰】
　　①�委員会の開催　
　　②�調査研究（アンケート調査、ヒアリング調査等

の実態調査とその分析、今後の方向性や実施方
法等の研究を行い報告書にまとめる。）

　　③�組合員への普及・啓発
　　④�実証システムの開発やテストマーケティング等

のための業務委託
ɹ【ิॿֹۚ】ɹ�１組合あたり24万円を上限に６／10補

助する。（１組合予定）
ɹᾈ�ɹখऀۀا૊৫Խಛผߨशձ
　　�　小企業者及び小企業組合を対象に、組織化及び
組合等の円滑な運営のための講習会を22回開催す
る。

ɹᾉ�ɹऔҾྗڧԽਪਐۀࣄ
　　�　取引力の強化促進を図るため、共同販売・宣伝、
組合の事業・企業紹介のための組合が行うホーム
ページやチラシの作成等、共同事業の活性化・組
合員の受注促進等の先進的なものや波及効果の高
い取り組みに対して助成する。

ɹ【ิॿֹۚ】　�予算総額150万円（１組合あたり30万
円以上）２／３補助する。（５組合予定）

ɹ【૯ۀࣄඅ】ɹ5,040千円
ɹᾊɹதখۀا૊߹౳՝୊ରԠࢧԉۀࣄ
　　�　中小企業連携グループが、新たな活路を見出す
ためのプロジェクト（展示会等出展・開催など）
並びに情報システム開発等を支援する。（２組合等
を予定）

ɹ【શࠃதԝձ͔Β௚઀ิॿ】

̎ɽ֎ࠃਓٕೳ࣮श制度దਖ਼Խۀࣄ
　�　外国人技能実習生受入事業を行う事業協同組合等
による不正行為等の未然防止に努め、中小・小規模
企業の円滑な外国人技能実習生の受入を支援するた
め、制度に精通した専門家等と個別に不適正な運営
の是正・改善指導を行う。
【಺༰ۀࣄ】　
　　⑴�　適正化指導事業（共同受入事業を行う事業協

同組合及び組合員企業に対して適正化指導を行
う。（８組合並びに16組合員を対象に実施予定）

　　⑵�　適正化講習会開催事業（２回）
　　　・��改正出入国管理、難民認定法及び労働関係法

令をテーマに開催する。
　　　　�（長野県外国人技能実習生受入団体連絡協議会

と連携して開催する。）
ɹ【૯ۀࣄඅ】　1,360千円

ᶘɽશࠃ঎޻ձ࿈߹ձิॿۀࣄ

̍ɽڞಉɾൢۀڠ࿏։୓ۀࣄ
　�　地域経済を支える中小企業・小規模事業者が相互
に経営資源を補いながら商品やサービスを展開して
いく取り組みを支援し、商品展開力・販売力の向上
を図る。
ɹ【ۀࣄ಺༰】
ɹɹᾇ�ɹϓϩジΣΫτの໊শͱ෼໺
　　　�　（対象グループ　SESSA　中小企業医療機器開

発ネットワーク）
　　　�　諏訪圏の中小ものづくり企業の精密微細加工

技術と医療機器開発力を活用した医療機器ビジ
ネス顧客開拓プロジェクト。（医療機器分野）

ɹɹᾈ�ɹ֓ɹཁ
　　��　　諏訪圏における優れた医療機器開発力を持つ

地域中核企業と精密微細加工技術を保有する中
小ものづくり企業との連携グループにより、世界
最大の医療機器製造展「COMPAMED」への出
展を通じて、医療機器開発力や精密微細加工技術
力を想定顧客の医療機器メーカーに向けて訴求
し、日本発の医療機器ビジネスの顧客開拓を目指
す。今年は、信州メディカル産業振興会と連携し
共同出展を予定する。長野県工業技術総合セン

Ｂ．全国中央会等の補助事業
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ター等と連携して取り組む。
ɹ【૯ۀࣄඅ】ɹ12,000千円

ᶗɽ௕໺࿑ಇہҕୗۀࣄ

̍�ɽதখۀاɾখن໛ऀۀࣄ౳ʹର͢Δಇ͖
ํվֵਪਐࢧԉۀࣄʢ௕໺ಇ͖ํվֵਪਐ
ԉηϯλーʣࢧ

　�　働き方改革の実現に向けて、中央会の支援体制を
活用し中小企業・小規模事業者の「非正規雇用労働
者の処遇改善」「労働時間の短縮及び生産性向上によ
る賃金引上げ」「魅力ある職場づくり」等の取り組み
を支援する。

　○�長野働き方改革推進支援センターの開設（長野市・
設置日数240日）

　※�常駐するセンター長及び副センター長を含めて、
専門家等15名を配置し相談に応じる。

ɹ【ۀ຿಺༰】
　　⑴�　個別相談対応（中小企業・小規模事業者等へ

のプッシュ型開拓）
　　　�（専門家派遣件数500件以上、商工団体市町村の

相談窓口への専門家派遣450件以上）
　　⑵�　セミナーの開催・個別相談会の実施（働き方

改革関連法、労働関係助成金の活用方法等）（開
催回数48回以上）

　　　・��専門家派遣、窓口相談、セミナー、個別相談
会の円滑な実施に向けて、中央会会員組合等
及び商工団体、事業所へのセンター事業の周
知・利用勧奨を行う。

　　　・��専門家の派遣については、専門家派遣事業受
託者との連携を密に行う。

　　　・��長野労働局をはじめとする行政機関の指導を
得て、業界団体、よろず支援拠点等と連携し
ながら事業の円滑な推進に努める。

ɹ【૯ۀࣄඅ】ɹ28,400千円

ᶘɽ௕໺ݝҕୗۀࣄ

̍ɽ఻౷తܳ޻඼ྗັۀ࢈Ξοϓɾ૑଄ۀࣄ
　�　後継者の育成・確保、新商品の開発、県内外への
販路開拓など、産地が意欲的に取り組む新たな挑戦
を支援し、伝統的工芸品の魅力向上と産地の活性化
を図る。
ɹ【ۀࣄ಺༰】
　　・��次世代を担う人材育成・確保と製品・技術のブ

ランド力向上を支援
　　・��意欲ある産地組合・事業者の取り組みを重点的

に支援
　　・��一部の地域で独自に行われている優れた取り組

みを県内全体に広く波及
ɹɹᾇ�ɹ࢈஍ੑ׆ԽϓϩジΣΫτ
　　　・��産地による商品開発・販路開拓・後継者育成

などの活性化を支援
ɹɹᾈ�ɹ఻౷ٕܳ޻ज़఻ঝߨशձ
　　　・��熟練技術者を講師に後継者に対して伝統技術・

技法を実技講習
ɹɹᾉ�ɹ৴भ఻౷తܳ޻඼イϊϕーγϣϯɾΫϦΤイ

λー૑ग़ڧԽۀࣄ
　　　・��意欲ある伝統的工芸品関係者によるトークセッ

ション、塩尻市木曽平沢地区の視察調査
ɹɹᾊɹలࣔ঎ஊձの։࠵ɾग़ల
　　　・��伝統的工芸品をPRして販路開拓を行うため県

内外で３回程度開催
ɹɹᾋɹίーσΟωーλの഑ஔ
　　　・��産地の課題に相談・助言支援の企画立案、産

地概況調査を実施
ɹ【૯ۀࣄඅ】ɹ11,024千円

ᶙɽશࠃதখஂۀاମதԝձҕୗۀࣄ

̍�ɽ΋のͮ͘Γɾ঎ۀɾαーϏεੜ্޲ੑ࢈
ଅਐิॿۚۀࣄʢฏ੒��೥度ิਖ਼ۀࣄʣ

　�　足腰の強い経済を構築するため、生産性向上に資
する革新的サービス開発・試作品開発・生産プロセ
スの改善を行うための設備投資等の一部を支援する
「ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金」
について、長野県地域事務局として事業を推進する。

Ｃ． 国・長野県・全国中央会等の
委託事業



8

特集　令和元年度 通常総代会

　�　事業の周知及び採択後の円滑な事業実施について
支援するとともに、平成27年度～平成29年度補正事
業のフォローアップ事業にも取り組む。
　（委託期間は、令和２年２月末まで）
ɹ【ӡӦମ制】
ɹɹ�　「ものづくり事業推進部」に、補助事業担当の専
従サポーターを置いて、申請に関する説明及び受
付、専門家による審査・採択、事業の実施支援、
中間検査、実施報告書の受理、確定検査、補助金
の申請手続きまで行うとともに、成果事例集の制
作を含め受注拡大・販路開拓支援のための報告会・
展示会等を実施する。

ɹ【૯ۀࣄඅ】　80,000千円

̎�ɽ΋のͮ͘Γதখۀاɾখن໛࡞ࢼऀۀࣄ
։ൃ౳ࢧԉۀࣄʢฏ੒��೥度ʙฏ੒��೥
度ิਖ਼ϑΥϩーΞοϓۀࣄʣ

　�　平成24年度から平成26年度補正「ものづくり中小
企業・小規模事業者試作開発等支援補助金」事業者
1,100社（者）余について、事業化進捗状況の確認と
ともに販路開拓、受注拡大等の支援を推進する。（令
和４年１月末まで５年間実施）
ɹ【ӡӦମ制】
　　�　「ものづくり事業推進部」にフォローアップ事業
担当の専従サポーターを置いて、補助事業者を訪
問し事業化進捗状況等の確認を進め、併せて販路
開拓・販売支援希望の有無などの意向調査も行う。

　　・��販 路開拓・販売促進支援として、「銀座
NAGANO」等を活用したバイヤーとのマッチ
ング会、各種展示・商談会への出展、事業化の
進展に結びつけるためのポータルサイトの開設・
運営等を実施。

ɹ【૯ۀࣄඅ】ɹ55,000千円

̏ɽফඅ੫ܰݮ੫཰ରԠ૭ޱ૬ஊ౳ۀࣄ
　�　消費税率の引き上げや軽減税率導入に対する円滑
な対応を図ることを目的とした消費税軽減税率対応
窓口相談等事業の委託を受けて、引き続き下記の事
業を推進する。
　　⑴�　中小企業組合等への周知事業
　　⑵�　講習会開催事業
　　⑶�　個別相談窓口の設置及び専門家の派遣

　　⑷　中央会指導員の研修会参加
ɹ【૯ۀࣄඅ】ɹ3,200千円

̐ɽதখۀاձൃܒܭɾීٴηϛφー
　�　「中小企業の会計に関する基本要領」に沿った決算
書を作成することの意義、財務情報の経営活動への
活用方法等規則について理解を深めることにより、自
社の経営状況を把握し、金融機関、取引先等からの
資金調達力の強化、受注拡大へのきっかけをつかん
でいただくことを目的として開催する。（４回開催予
定）
ɹ【૯ۀࣄඅ】ɹ200千円

̑ɽதখگܠۀاௐࠪۀࣄ
�　�　会員組合の構成員企業の景気動向を調査し、全国
ベースの中小企業対策の確立に資することを目的と
して実施する。

　　⑴�　調査回数　年４回　（令和元年６月、９月、12
月、令和２年３月）

　　⑵�　調査員　15名　（75企業調査）
ɹ【૯ۀࣄඅ】ɹ586千円

ᶚɽͦͷଞͷҕୗۀࣄ

̍�ɽʢಠߴʣ ɾྸো֐ɾٻ৬ऀࢧ༺ޏԉߏػʢੜ
࿅ʣ܇ԉࢧ্޲ੑ࢈

　�　「会員企業に対する生産性向上支援訓練実施業務」
を受託し、会員企業の生産性向上支援のため、下記
の講習会を２会場で実施する。
　　テ ー マ　「生産管理と工程管理」（４日間・12時間）
　　開催場所　埴科郡坂城町・長野市
　　開催時期　�令和元年10月（坂城町）、11月（長野市）

を予定
ɹ【૯ۀࣄඅ】ɹ800千円
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̍ɽຊձࢧ෦のӡӦʹؔ͢Δࢧԉ
　�　長野、北信、上小、佐久、松本、大北、木曽、諏訪、
上伊那、下伊那（以上10支部）の支部事業及び運営
について支援する。
ɹ【ࢧ෦ަ෇ۚ૯ֹ】ɹ5,000千円

̎ɽ#$1ʢܧۀࣄଓܭըʣࡦఆࢧԉ
　�　会員組合及びその構成員企業を対象に、災害等緊
急事態に遭遇した際の事業継続のための手法、手段
を定めたBCP（事業継続計画）の具体的な策定を支
援する。
　�　長野県と経済４団体が連携して、東京海上日動火
災保険㈱の支援を得ながら取り組みを推進している
ことから、対象事業所を募り事業継続計画を策定する。

̏�ɽதখܦۀاӦྗڧԽࢧԉ๏ʹͮ͘جʮܦ
Ӧֵ৽౳ࢧԉؔػʯͱͯ͠のऔΓ૊ΈڧԽ
ͱʮܦӦྗܭ্޲ըʯのࡦఆɾೝఆࢧԉ

　�　中小企業経営力強化支援法に基づく「経営革新等
支援機関」に認定（平成24年11月５日）されている
ことから、経営革新等を行おうとする中小企業を支
援する。
　�　また、中小企業経営強化法による「経営力向上計画」
「経営革新計画」策定のための支援を行う。

̐�ɽ஍ҬৼۀࣄڵʹΑΔ૊߹౳࿈ܞ૊৫の׆
ੑԽࢧԉ

　�　地域経済発展の核となる、活力のある組合及び中
小企業を育てるため地域振興に取り組む、組合・連
携組織等を支援する。（長野県の地域振興局の取り組
みとも連携して、観光・買い物弱者対策・共同事業
の活性化・展示会、商談会等による販路開拓などを
支援し地域課題の解決を図る。）
�ɹ【૯ۀࣄඅ】ɹ2,500千円

̑�ɽதখۀاɾখن໛ऀۀࣄ৽Ϗジωεɾ৽
࿈ܞの૑଄ࢧԉ

　�　会員組合及びものづくり補助金活用事業者等を対

象に、新たな企業間・産学官等の連携による付加価
値向上のための取り組みを推進し、フォローアップ
事業とも協力しながら生産性の向上・成長分野等へ
の展開を支援する。（メールによる施策情報の提供、
ものづくり・商業・サービス関連セミナー・イベン
トの開催等）
�ɹ【૯ۀࣄඅ】ɹ500千円

̒�ɽब৬໘઀ձの։࠵ʢ஍Ҭதখۀاਓ֬ࡐ
อ౳ࢧԉۀࣄʣ

　�　連携して取り組む県内大学等と協力して、学内で
の合同就職面接会、若手社員との交流会等を実施する。
　（内容）　若手社員との交流会の開催
　　　　　�学内合同就職面接会（県内大学と連携して

開催する。）
ɹ【૯ۀࣄඅ】ɹ100千円

̓ɽऀܧޙҭ੒ରۀࣄࡦ
ɹᾇ�ɹ௕໺ݝதখۀا੨೥தԝձ΁のྗڠ
　　�　中小企業及び組合の次代を担う指導者及び青年
部組織の育成と、青年経営者の自己研鑽を図るた
め、異業種で組織した長野県中小企業青年中央会
の基盤強化に協力し事業活動を支援する。

　ᾈ�ɹ௕໺ݝதখஂۀاମࣄ຿ओ೚ऀձ΁のྗڠ
　　�　組合事業を推進する組合事務局の責任者が、専
門的知識の習得や資質の向上のため、会員相互の
研鑽を目的とする長野県中小企業団体事務主任者
会の基盤強化に協力し事業活動を支援する。

ɹᾉ�ɹ௕໺ݝதখۀا૊߹ڠ࢜ձ΁のྗڠ
　　�　更なる資質の向上を目的とする中小企業組合士
制度により、資格取得した中小企業組合士が組織
する長野県中小企業組合士協会が行う事業活動を
支援し、組合士制度の普及、受験者の拡大に協力
する。

̔ɽ৬ۀ঺հۀࣄ
　�　無料職業紹介事業者（平成24年１月31日無料
職業紹介事業者届出済）として、会員組合及び
組合員企業の人材確保のためマッチング等を行う。
　�　将来を担う人材確保が厳しくなる中で、採用
意欲のある中小企業のニーズに応えるべく事業
を推進する。

Ｄ．一般支援事業
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叙勲・褒章受章者顕彰ご芳名
氏　名 組　合　名

旭日小綬章（平成30年　秋） 今　井　用　一 　長野県酒造協同組合

旭日双光章（平成30年　秋） 唐　沢　政　彦 　中信企業振興協同組合

旭日双光章（平成30年　秋） 久　保　廣　登 　長野県漬物協同組合

藍	綬	褒	章（平成30年　秋） 若　林　順　平 　デンセン事業協同組合

黄	綬	褒	章（平成30年　秋） 横　山　英　雄 　ＪＣＩ長野事業協同組合

長野県知事表彰受賞者顕彰ご芳名
年　度 氏　名 組　　　　合　　　　名

平成30年 佐々木　正　行 　佐久市工場団地事業協同組合

平成30年 中　村　　　茂 　長野県そば商生活衛生同業組合

平成30年 早　川　房　義 　南石堂町商店街振興組合

平成30年 三　石　邦　英 　南信ネットワーク協同組合

平成30年 森　　　行　成 　野沢温泉旅館ホテル事業協同組合

感謝状贈呈者ご芳名
氏　名 役　　　　職　　　　名

日下部　敏　夫 長野県中小企業団体事務主任者会・前会長

吉　江　慎太郎 長野県中小企業青年中央会・前会長

（順不同・敬称略）

（順不同・敬称略）

（順不同・敬称略）

第71回中小企業団体全国大会の概要

１．開催日時　令和元年11月７日（木）午後２時～午後５時
２．開催場所　鹿児島県鹿児島市「鹿児島アリーナ」
３．参加者数　3,000名
４．来　　賓　関係大臣、政党代表、中央・地方関係機関の長
５．大会内容　祝辞
　　　　　　　議事（議案審議・意見発表・決議）
　　　　　　　表彰式（優良組合・組合功労者・中央会優秀専従者）
　　　　　　　大会宣言
６．参 加 料　１人あたり6,000円
７．主　　催　全国中小企業団体中央会、鹿児島県中小企業団体中央会

特集　令和元年度 通常総代会 ― 地方創生は連携による地域力アップと強力な発信 ―
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風しんの追加的対策の詳しい情報
については、厚生労働省のホーム
ページをご覧ください。

౦ژ౎಺ʹͯݚ࡯ࢹमۀࣄΛ࣮ࢪ
ʙ௕໺ݝதখۀا੨೥தԝձʙ

　４月10・11日、東京都内にて長野県中小企業青年中央会の視
察研修事業を実施し、各支部から16名が参加しました。
　１泊２日で実施された視察研修では、１日目に東京港湾局が
運営する視察船「新東京丸」での乗船視察を行い、東京湾内を１
時間30分かけて巡りました。東京湾近郊には、来年開催される
東京2020オリンピック・パラリンピック競技施設の建設が進ん
でおり、物流拠点としての機能だけでなく、国際観光港として
の機能も期待されています。開発著しい東京湾を目の当たりに

し、企業への今後の影響を考え
るきっかけとなりました。続いて視察したお台場の「日本科学未
来館」では、未来や世界をテーマにした常設展示が行われ、宇宙
やロボットなど幅広い分野の最先端自然科学に親しむことがで
きました。
　２日目には、築地場外市場と豊洲市場を視察。日本の台所と
して食文化を支える豊洲市場では、食の安全への取り組みや効
率的な物流機能の確立、屋上の緑化広場など自然エネルギーを
活用した最新施設の見学を通して会員相互の親睦を深めました。

お問合せ先
長野県健康福祉部保健・疾病対策課

℡：026-235-7148

 ①健診の際に、風しん抗体検査を受けられるようご配意ください

 ②対象となる男性に対し、抗体検査の受検勧奨をお願いします

 ③対象者男性が医療機関を受診しやすい環境づくりにご配意ください

・市町村事業による風しん抗体検査は職場健診の機会にも実施することが可能です。
・まずは健診機関が当該事業に参加されているかのご確認をお願いします。

・定期健診の機会に風しんの抗体検査を受けられるよう、対象者への啓発をお願いします。
・本事業による抗体検査には、市町村から送付されるクーポン券と本人確認書類が必要になります。

・‌‌抗体検査の結果、十分な量の抗体がなく、風しんの定期接種の対象となる場合には、予防接種を検
討するよう呼びかけをお願いします。
・‌‌抗体検査は定期健診の他、医療機関でも実施可能です。その他、風しんの予防接種を受けることに
なった場合など、医療機関を受診しやすい環境づくりにご配意ください。

風しんの追加的対策の詳しい情報 お問合せ先

なった場合など、医療機関を受診しやすい環境づくりにご配意ください。

風しんの発生・感染拡大の防止にご協力ください。
▶‌　2022年３月31日までの期間に限り、昭和37年４月２日から昭和54年４月１日の間に生まれた男性は風
しんの定期接種※の対象者となります。　
　　※予防接種法（昭和23年法律第68号）第５条第１項の規定に基づく定期の予防接種
▶‌　対象者の方には、͓ॅ·͍ͷࢢொଜ͔Β༣ૹ͞ΕΔΫʔϙϯ݊Λར༻ͯ͠ɺ·ͣ߅ମ検ࠪΛ受けていただ
き、抗体検査の結果、十分な量の抗体がない方は、定期接種の対象となります。

以下の内容について、ご確認、ご協力をお願いします。
ʙࢢொଜۀࣄͷͨΊɺ߅ମ検ࠪɾ༧๷઀छʹؔ͢Δඅ༻͸جຊతʹ͔͔Γ·ͤΜɻଟ͘ͷର৅ऀʹ
ɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹ߅ମ検ࠪɾ༧๷઀छΛड͚ͯ΋Β͑ΔΑ͏ɺੵۃతͳ͝ྗڠΛ͓͍͠ئ·͢ʙ

なった場合など、医療機関を受診しやすい環境づくりにご配意ください。

ॴͷ͝୲౰ऀ͞·΁ۀࣄ

෩͠Μͷ௥Ճతରࡦ 検索検索検索



12

中 央 会 シ ョ ンイ ン フ ォ メ ー

ň長野働き方改革推進支援センターŉň長野働き方改革推進支援センターŉň長野働き方改革推進支援センターŉ
のごҊ内のごҊ内のごҊ内

事業主のみなさま

『働き方改革』に取り組む事業主の皆さまを支援します。
就業規則の作成方法、賃金規定の見直し、労働関係助成金の活用などについて、

社会保険労務士等の専門家が無料でご相談に応じます。

働き方改革全般について、様々なご相談を受け付けます
例えば、以下のようなお悩みをもつ事業主の方からの
ご連絡をお待ちしています。

○ 36協定について詳しく知りたい　
○ 非正規の方の待遇をよくしたい
○ 賃金引き上げに活用できる国の支援制度を知りたい
○ 人手不足に対応するため、どのようにしたらよいか教えてほしい
○ 助成金を利用したいが、利用できる助成金が分からない       　　　等

長野県中小企業団体中央会は長野労働局より「働き方改革推進支援事業」を委託されています。

電　話：0800－800－3028
住　所：長野市大字中御所字岡田131-10
　　　　（長野県中小企業団体中央会　内）

ＵＲＬ：http：//www.alps.or.jp/chuokai/work/

【受付時間】  9:00～17:00（土・日・祝日を除く）

お問合せや
ご相談は

こちらまで

▶ ご希望に応じて、専門家が直接企業に訪問することも可能です。
▶ センターの支援内容等については、次ページをご覧ください。

【 長野働き方改革推進支援センター 】

電話、センターホームページ、来所により相談を受付

どうぞお気軽に、
ご相談ください。
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　●働き方改革推進支援センターにおける事業内容
①　電話相談等による個別相談
　 　労務管理等に関する専門知識を有する専門家による電話、窓口相談等を行

います。
②　企業訪問による相談支援
　 　賃金制度・労務管理等に関する専門的知識及び企業経営に関する専門的知

識を有する専門家による企業への個別訪問による相談対応を行います。
③　市町村及び商工会議所等における出張相談会の実施
　 　地域の隅々まで支援を広げるため、市町村・商工会議所・商工会、　中小

企業団体中央会等において、出張相談会を実施します。
④　商工会議所等と共同開催による事業主向けセミナーの開催
　 　商工会議所等において、同一労働同一賃金や労働時間制度のご紹介や労務

管理の手法等を普及するための事業主向けセミナーを開催します。

　　●働き方改革推進支援センターのご利用について
①　ご相談はすべて無料です。
② 　労働基準法等労働関係法令の具体的な適用などのご相談については、法的

解釈に基づく説明は行わず、技術的助言であって法的助言は行いません。
　（法的解釈等については、労働局・労働基準監督署へお問合せください。）

働き方改革推進支援センターとは…
　政府が推進する働き方改革の実現に向けて、特に中小企業・小規模事業者
の方々を中心に、
　①　長時間労働の是正
　②　同一労働同一賃金など非正規雇用労働者の待遇改善
　③　賃金引き上げと労働生産性向上
　④　人手不足の解消に向けた「魅力ある職場づくり」
　等の取り組みを支援するため、47都道府県に「働き方改革推進支援セン
ター」を設置し、様々な関係機関と連携して事業を実施するものです。
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ɹɹɹɹɹɹւ໺ொίϛϡχςΟγϣοϓ
ʮ$P3FFF8BʢίϨΠʔϫʣʯΛ։ઃ

��ʙւ໺ொ঎ళ֗ৼڵ૊߹ʙ
　４月15日、海野町商店街の東側入り口の角に海野町
コミュニティショップ「CoReeeWa」がオープンしました。
　柳島隆二理事長は、「商店街の役割としてお買い物
の場、交流の場、地域発信の場を掲げている。気軽に
立ち寄れる場所として地域の皆さんと育てていきた
い」と今後の展望を語られました。
　開店初日は組合が隔月で開催するお客様感謝企画
「うんのまちデー」の開催日。上田市丸子農産物直売加
工センター「あさつゆ」の出張販売が行われるとあり、
多くの住民で賑わいました。また、開店を祝して上田市の土屋陽一市長が訪れ、買い物に訪
れた住民や組合関係者と和やかに懇談していかれました。
　組合では海野町コミュニティショップ「CoReeeWa」を整備するにあたり、組合関係者が雑
貨屋を視察するなどして、外観のデザインや内装等に関する構想をまとめ、店舗を作り上げ
ました。
　「CoReeeWa」という名前を決定する際には、オープンが４月15日のため、元号にちなんだ
名前がいいのではないかとの意見が出され、４月１日の新元号発表から、組合役員や事務局

など組合関係者12名がSNS上で名前の候補を出し合い、
投票することで決定しました。
　コミュニティショップの外観から内装、名称、ロゴマー
クのデザインなど、「CoReeeWa」の開設には組合関係者
が一丸となることで店舗のオープンにこぎ着けました。
　コミュニティショップ内には、休憩所として利用がで
きるようイスとテーブルに加えてカップ式の自動販売機
を設置し、商店街を訪れる方が休憩所としても利用がで
きるように整備されています。ノルディックウォーキン

グの立ち寄り所としても活用されており、商店街のみならず、地域の拠点としての機能も期
待されています。
　「CoReeeWa」の使用料は１日1,000円と使いやすい価格
に設定されており、ゴールデンウィーク中には、手作りキャ
ンドルや小物類の販売が行われるなど、早速活用が進んで
います。商品の販売以外にも展示会や講習会等にも利用で
きるスペースとして活用が可能です。
　自ら内装も手掛けた瀬下敦副理事長は「商店街の入り口
にコミュニティショップを整備することで、そこを拠点に
商店街が活性化することを期待している」と話されました。

開店初日の賑わう様子

左から瀬下副理事長、柳島理事長、
事務局の六川主任、臼田主事

GW中に利用された「CoReeeWa」

঎ళ֗׆ಈ঺հ

「CoReeeWa（コレイーワ）」の利用に関するお問い合わせはこちらまで
海野町商店街振興組合　TEL 0268-22-9301　受付時間　9:00～17:00（土・日・祝日除く）
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● 首相官邸にて、中途採用の拡大に向けて意見陳述
　　大村会長は、４月16日、首相官邸にて開催

された「第２回中途採用・経験者採用協議会」に

出席しました。

　会合には、安倍総理をはじめ、世耕経済産業

大臣、根本厚生労働大臣、菅内閣官房長官等が

出席しており、大村会長は、現場を経験しても

らう試用期間中に辞めてしまう者が少なくない

こと、人手不足により職業訓練校等へ派遣でき

る中小企業が減少していること等、中途採用の

課題とそのために必要な支援の強化を要望し、

都道府県中央会とともに中途採用の拡大に努力

していく旨を陳述しました。

●衆議院経済産業委員会にて意見陳述
　栗原神奈川県中央会副会長（全国鍍金工業組

合連合会常任顧問理事）は、４月24日、衆議院

の経済産業委員会に国会参考人として出席しま

した。栗原神奈川県中央会副会長は、「中小企

業の事業活動の継続に資するための中小企業等

経営強化法等の一部を改正する法律案」に対し、

神奈川県メッキ工業組合と新潟県鍍金工業組合

の連携による事業継続力強化計画・災害時にお

ける相互応援協定を例に、中小企業組合の相互

扶助の精神を活かした、組合間の連携による事

業継続力計画・災害協定の意義と必要性等につ

いて意見陳述をしました。

意見陳述する大村会長

意見陳述する
栗原神奈川県中央会副会長

^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^
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「ものづくり補助金」採択企業を訪ねて vol.137好好好好好好好好好好好機 「ものづくり補助金」採択企業を訪ねて vol.「ものづくり補助金」採択企業を訪ねて vol.「ものづくり補助金」採択企業を訪ねて vol.「ものづくり補助金」採択企業を訪ねて vol.逸す
べからず

「面白そうだ」と思ったら挑戦する。
精密加工の新しい可能性を拓くために。
思い切った設備投資で、チャンスをつかむ

　「1968年の創業当初
は、自動車用ブレー
キシリンダーの加工
を手がけていました。
しかしオイルショッ
クに揺れた1970年代
は仕事量が徐々に少
な く な り、1976年、
当時としては画期的
なワイヤーカット放
電加工機を導入し、
金型業界に新規参入
しました」。
　そう話すのは、石
原産業の二代目、石
原信之社長。先代社長が時代の動きを敏感に察知
し、思い切った設備投資を行うことによって、そ
れまで自動車部品一辺倒だった事業から、半導体
を始め、様々な精密加工・金型製作の分野へビジ
ネスの方向性を大きく転換しました。
　さらに次々とNCプロファイル加工、NC形彫放
電加工、グラファイト電極加工など、新しい技術
に挑戦。そして1992年ファインセラミックに着
目し、セラミック加工機を導入します。
　「その時、先代社長はNTT研究所の部長を紹介
されました。地方の中小企業でも、そんな大企業
が相手にしてくれたのです。それがご縁でNTT
との取引が始まりました」。
　時代はまさにIT業界の全盛期であり、同社も
光通信の事業に進出しました。当時は半導体関連
の仕事もとても多かったそうです。
　「この業界が面白そうだ、と思ったら、まず、
挑戦してみる」という石原社長。その挑戦ととも
に同社のお客様も移り変わってきました。現在は、
自動車産業が６割、残りが半導体、医療、そして
最先端の航空宇宙関連の仕事まで手がけています。
　
時代の半歩先をゆく、独自のものづくり

　石原産業は、本社工場と白樺工場の２つの施設
を持っており、それぞれ異なる特色を持っていま

す。本社工場では
お客様のニーズに
対応したものづくりが中心。白樺工場では、基礎
研究からの開発要素が強いものづくりを行ってい
ます。近年は、信州大学、東北大学、電気通信大
学、東京大学との共同研究でも白樺工場の研究開
発スタッフが活躍しています。
　平成26年度補正ものづくり補助金では、新たに
短波長レーザー加工機を導入。絶縁材や薄板に対
して、これまでできなかった高精度な微細加工を
施すことが可能になりました。
　すでに顧客ニーズがあったセンサー用の基板加
工や透明フィルム加工への対応を、このレーザー
加工機によって実現しています。さらに新たな分
野での活用も視野に入れ、現在、高精度な加工が
要求される光学系のレーザー加工にも受注の可能
性を見出しているそうです。
　ものづくり企業として、石原産業はいつも時代
の半歩先を見据えてきました。しかし、最先端の
珍しい技術は仕事を発注する側からすると未知の
リスクを伴うという側面もあり、営業的には難し
いところです。それなら「自分たちの商品をつくっ
て、自分たちでその珍しい技術を採用すればい
い」。すでに光ファイバーのオリジナルブランド

を持っている石原産
業ですが、いま、さ
らに新たな商品づく
りを目指して、最新
技術を活用すべく歩
み始めています。

株式会社石原産業（上田市）

株式会社石原産業
代　　表　代表取締役社長　石原信之
設　　立　1968（昭和43）年
資 本 金　5,000万円
従業員数　80名
本　　社　上田市長瀬1053-7
　　　　　TEL.0268-42-5011　FAX.0268-42-5079
事業内容　精密部品加工、金型設計製作、光関連製品、研究

レーザー加工機

レーザー加工機による微細な穴加工

白樺工場内で働く研究開発スタッフ

光ファイバーの同社オリジナルブランド
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「ものづくり補助金」採択企業を訪ねて vol.138好好好好好好好好好好好機 「ものづくり補助金」採択企業を訪ねて vol.「ものづくり補助金」採択企業を訪ねて vol.「ものづくり補助金」採択企業を訪ねて vol.「ものづくり補助金」採択企業を訪ねて vol.逸す
べからず

オーディオから自動車へ、ものづくりをシフト

　太陽工業は、精
密産業の集積地で
ある諏訪で1959年
に創業し、今年、
60周年を迎えまし
た。金型設計・製
作、プレス加工、
表面処理、組み立てまでの一貫製造体制を、１社
だけではなく、独立させた子会社とともに太陽工
業グループとして構築しています。
　創業の当初は、精密機器や弱電メーカーの機器
を中心に手がけ、日本の高度成長やオーディオ
ブームの一時代を支えました。
　リーマンショック以降は、それまでメインにつ
くっていた弱電メーカーの機器から、自動車メー
カーの電装関連機器へと徐々にものづくりをシフ
トします。かつては１割に満たなかった自動車関
連機器が今や７割を占めるほどになり、また医療
分野の製品づくりでも着実に実績を上げていま
す。
　同社のいちばんの強みは、独自の技術開発力で
す。例えばパーツの強度アップが可能な冷間鍛造
や材料に無駄がないトランスファープレス加工の
独自開発など、技術革新に意欲的に取組み、差別
化を実現しています。
　そうした技術開発の中心的な役割を担っている
のが、同社の「テクノロジーセンター輝」。国内
最大級の地下工場を持ち、その規模は床面積2,268
㎡、高さ4.5m。定点による±0.3℃の温度管理（日
実績）を達成しており、現在は温度管理±0.1℃
を目指しています。平成28年度補正ものづくり補
助金はこの地下工場において活用されました。

地下工場の環境が支える、高精度なものづくり

　「地下工場は年間
を通して温度の変
化が少なく、しか
も、振動が小さい
んです。精密加工
にはとても適して

いる環境です」と同社
研究開発グループの小
平裕也氏。しかし、この地下工場の環境がものづ
くりの精度にどれくらい影響しているのか、とい
うデータがこれまではなかったそうです。
　そこでこの地下工場内に78箇所の温度セン
サーによる24時間365日の温度監視を実施。さら
に熱を放出する機械の稼働率を計測するととも
に、高精度ワイヤー放電加工機による加工サンプ
ルも測定しました。
　「精度の高い金型をつくると、長く使えるのが
大きなメリットです。ものによっては、10倍くら
い耐久性がアップします。メンテナンスの頻度も
確実に減ります」。
　このような高精度を可能にする地下工場の存在
が、@teru（あってる）というブランド名のもと、
超高精度ダイセット＆プレートの販売につながり
ました。
　現在でも同社は、部品としては大きめの手のひ

らサイズの製品をつ
くっていますが、今後
はさらに大型の製品
や最先端の成長分野
への進出を視野に入
れています。
　より大きく、より広
く、高精度なものづく
りの展開を目指す同
社の挑戦にますます
期待がふくらみます。

太陽工業株式会社（諏訪市）

太陽工業株式会社
代　　表　代表取締役社長　小平直史
設　　立　1959（昭和34）年
資 本 金　4億9,000万円
従業員数　230名
本　　社　諏訪市四賀107番地
　　　　　TEL.0266-58-7000  FAX.0266-58-2601
事業内容　金型設計・製作、プレス加工

日本有数の地下工場から生まれる、
高精度ものづくりと技術革新への挑戦

テクノロジーセンター輝の地下工場

ショールームから１階工場を見学

ショールームの製品展示

オペレーションの様子

高精度ワイヤー放電加工機
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信州ならではの特色ある市町村のイチオシをご紹介します。

上田市章
（平成18年3月6日制定）

信州上田PRキャラクター
「真田パパ丸」

6FEB�$JUZ

上田市
市町村の

イチオシ！

ୈ��ճ

ʮ ࢁ
͞Μ͚͍ʹ͖͠
ܙ ۋ ʯ೔ຊञϓϩδΣΫτ

　このプロジェクトは、長野県が開発した酒米新品種
「信交酒545号（山恵錦）」を、①上田市の武石地域で米
農家が栽培、②市内５蔵元が切磋琢磨して醸造、製品化、
③産学の連携により長野大学の学生が製品に付ける首
飾りのデザインを考案、④そして、みんなの力で販売
することにより、上田市産「山恵錦」の日本酒で上田
市のブランド化を目指すものです。
　４月17日から５蔵元のそれぞれの商標にて、首飾り
をまとい、販売がスタートしています。首飾りにはＱ
Ｒコードがあり、生産者、蔵元の熱い想いが上田市の
美しい風景などとともに紹介されている動画を見るこ
とができる仕掛けもあります。
　とても目立つ首飾りですので、見つけたときは、是非、
お手に取って見てください。

೶ຽඒज़ൃ঵͔Β���प೥
　農民美術運動は、洋画家・版画家の山本鼎（1882～
1946）が大正時代に提唱し、農家の農閑期の副業とし
て全国に広まり、今年100周年を迎えます。昭和57年に
は長野県の伝統的
工芸品の指定を受
け、素朴で温かみ
のある作品は多く
の皆様に親しまれ
ています。
　上田市の代表的
な工芸品のひとつ
であり、市内には
土産品としての販
売や木彫りの体験
ができる工房もあ
ります。

ɹ্ాࢢはɺ௕໺ݝの౦෦にҐஔしɺੁฏݪߴͱඒϲ
ۂりɺ·ちの中ԝにઍ͕͋ݪߴの༤େͳ̎ͭのݪߴݪ
઒͕ྲྀΕるࣗવ๛かͳ·ちで͢ɻਅా信ൟ（޾ଜ）ެ
のΏかりの஍ͱしてɺฏ੒��೥์ૹの/),େՏυϥ
マʮਅాؙʯの෣୆にͳり·しͨɻ
ɹ·ͨɺ信भݹ࠷のԹઘͱいΘΕɺਅాࢯҰ଒΋ͦの
౬にਁかͬͨͱ఻ΘるʮผॴԹઘʯ΍ɺࣛڭ౬Թઘɺ
େԘԹઘɺྶઘࣉԹઘからͳるʮؙࢠԹઘڷʯͳͲɺ
ଟくのԹઘ஍にܙ·Εɺଟくのํʑに๚Εていͨだい
てい·͢ɻ
ɹ্ాࢢには෺ੑޠの͋る͕ݯࢿޫ؍ଟいこͱからɺઌਓͨちによͬて๰͕Εてきͨྺ࢙をେ੾にしͨ·ちづく
りをਐめɺ·ͨʮ৺の;るさͱʯͱして܁ฦし๚ΕてくΕるʮؔ܎ਓޱʯを૿΍しɺ஍Ҭのྗ׆΁ͱ͛ܨて·い
りͨいͱ͑ߟて͓り·͢ɻ

上田市長
土屋　陽一

　上田市は真田三代の郷であり、歴
史ロマンのいきづくまちです。また、
製造業が基幹産業であり、市内の中
小企業等の取組みへの支援や、観光・
農業振興のための施策を展開し、「誰
もがいきいき働き産業が育つまちづ
くり」を目指してまいります。
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１‌　今回は、民法（債権関係）の重要な改正点のうち、
経営者の皆様にとって身近な問題である「保証」に
関する見直しを取り上げます。
２　保証に関する見直しの概要
　‌　経営者の個人保証は、迅速かつ円滑な資金調達に
資する反面、資金繰りが厳しくなったときには経営
者の決断を鈍らせて事業再生を妨げ、後継者が借金
への不安から事業の承継をためらい事業承継が進ま
ない要因となってきました。近年、経営者の個人保
証のあり方の見直しが強く意識されるようになって
います。2004年に個人の包括根保証契約（保証の上
限額の定めのない根保証）の制限や書面によらない
保証契約を無効とする民法改正が行われ、2014年か
らは経営者保証ガイドラインの活用が始まり、今回
の民法改正においても、個人保証人の保護の観点か
ら様々な変更がありました。主な改正点は次の３つ
です。
　　①包括根保証禁止の対象拡大
　　②公証人による意思確認手続の新設
　　③保証人に対する情報提供義務の新設
　‌　個人保証の制度を存続させつつも、保証人が想定
外に多額の保証債務の履行を求められるトラブルが
少なくないことから、個人保証の要件等を厳格化し
保証人の保護を図ることになりました。
３　保証人になる際の注意点
　‌　それでは、改正法が施行される2020年４月１日以
降に個人保証をする場合について、具体的な手順や
注意点をご紹介いたします。
　⑴　事業用の借入金の保証債務の場合
　　‌　保証契約は、口頭では足りず書面でしなければ
無効です。根保証の場合は、極度額（保証の上限額）
の記載が必要で、記載がなければ保証契約はやは
り無効です。

　　‌　加えて、2020年４月１日以降に「事業のために
負担した貸金債務を主たる債務として個人保証す
る場合」は、保証人は、保証契約締結の日の１か
月以内に作成された公正証書で保証債務を履行す
る意思を表示していることが必要になりました（②
公証人による意思確認手続の新設）。ただし、経営
者やこれに準ずる者については公証人による意思
確認手続の適用除外とされました。例えば、主債

務者が法人である場合の理事、取締役、執行役、
総株主の議決権の過半数を有する者、主債務者が
個人である場合の主債務者の事業に従事している
配偶者です。会社経営者の配偶者や、個人事業主
の配偶者でも実際に事業に従事していない者は、
原則どおり公証人による意思確認手続が必要です。

　　‌　また、主債務者に、保証人になってもらう人へ
の情報提供義務が課されました（③保証人に対す
る情報提供義務の新設）。保証人になろうとする人
へ事前に決算書などを開示して、将来、保証債務
の履行を求められるリスクを検討する機会を与え
ようという制度です。保証人になる人は、開示さ
れた情報をもとに、主債務者の財務状況や担保の
有無などを主債務者によく確認し、「こんなはずで
はなかった…。」という事態に陥らないようにしま
しょう。なお、主債務者がこの情報提供義務に違
反し、かつ債権者が情報提供義務違反を知ってい
たまたは過失により知らなかったときは、保証人
は保証契約を取り消すことができます。

　　‌　以上の要件を満たさず保証契約が無効となる場
合に、保証人が保証債務を支払ってしまったとき
は、支払った分を取り戻すことができます。

　⑵‌　⑴以外の債務を主たる債務とする保証契約の場
合

　　ア‌　事業用の借入金を主たる債務とする保証以外
に、例えば賃貸借契約や継続的取引の個人保証
をする場合があります。

　　　‌　改正法施行後は、貸付金以外の根保証につい
ても、保証の上限額の定めを明記することが必
要になりました（①包括根保証禁止の対象拡大）。
賃貸借契約書では「保証人は、本賃貸借契約に
基づいて賃借人が賃貸人に対して負担する一切
の債務を保証する。」、継続的取引契約書では「保
証人は、本契約に基づきＡ社がＢ社に対して負
担する一切の債務の履行について、Ａ社と連帯
して保証の責めに任ずるものとする。」といった
条項がよく見られますが、今後は、保証人とし
て負う債務の金額の上限を定めておかなければ、
保証契約は無効になりますので注意が必要です。

　　イ‌　事業用以外の借入金を主たる債務とする保証、
例えば主債務が事業と関係のない住宅ローンの
場合などがあります。

　　　‌　こうした場合は、「事業のために負担した貸金
等債務を主たる債務とする保証契約」や「主た
る債務の範囲に事業のために負担する貸金等債
務が含まれる根保証契約」にあたりませんので、
公正証書の方式でなくとも保証契約が書面で締
結されていれば有効となります。

４‌　改正により保証の規定はかなり複雑化しています。
その保証が有効になるかどうか、専門家に相談いた
だくと安心です。次回は、保証人になった後の場面
について取り上げる予定ですので、是非ご覧ください。

保証に関する見直し
（１）

弁護士　丸 田 由 香 里（長野市）

ห࢜ޢͷ࿩ห࢜ޢͷ࿩ห࢜ޢͷ࿩ห࢜ޢͷ࿩ห࢜ޢͷ࿩ห࢜ޢͷ࿩ห࢜ޢͷ࿩ห࢜ޢͷ࿩ห࢜ޢͷ࿩
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˓೥౓ߋ৽ͷखଓͷؒظʹ͍ͭͯ
　‌　令和元年度労働保険の年度更新期間は、令和元年６月３日（月）～令和元年７月10日（水）
です。（申告書は５月末頃にお届けする予定です。）

　‌　申告期日が近づきますと、窓口が大変混雑致しますので、申告・納付はお早めにお願いし
ます。

˓ਃࠂॻͷఏग़ઌʹ͍ͭͯ
　　金融機関・郵便局又は都道府県労働局・労働基準監督署へご提出ください。

˓ਃࠂॻͷॻ͖ํʹ͍ͭͯ
　‌　年度更新申告書の書き方は、申告書に同封されるパンフレット又は厚生労働省ホームペー
ジをご参照ください。年度更新に必要な一部の様式もダウンロードできます。

　　（　検索　→　 厚生労働省　年度更新 　）

˓อݥ཰ɾҰൠڌग़ۚ཰ʹ͍ͭͯ
　　労災保険率、雇用保険率及び一般拠出金率については、前年度から変更ありません。

˓ਃࠂॻͷ৹ࠪʹ͍ͭͯ
　‌　ご提出いただいた年度更新申告書は、厚生労働省の委託事業者が審査（申告書の記載内容
確認）を行い、委託事業者が確認の電話を差し上げることがあります。

　　［委託事業者：株式会社アセンサ］

˓อݥྉɾҰൠڌग़ۚͷ࠲ޱৼସʹΑΔೲ෇ʹ͍ͭͯ
　‌　金融機関窓口に「労働保険料等口座振替納付依頼書」を提出することで、労働保険料・一
般拠出金を口座振替により納付することができます。依頼書は、労働局・労働基準監督署の
窓口か、厚生労働省ホームページからのダウンロードで入手可能です。

　　（　検索　→　 厚生労働省　労働保険　口座振替 　）

˓೥౓ߋ৽ʹؔ͢Δ͓໰߹ͤઌ
　　年度更新コールセンター　　0120－008－715　（通話料無料）
　　受付期間：令和元年５月31日（金）～７月12日（金）（土日祝日を除く）
　　受付時間：９時～17時
　※‌受付期間外につきましては、所轄の都道府県労働局・労働基準監督署・公共職業安定所（ハ

ローワーク）にお問い合わせください。

労働保険の年度更新の
お　知　ら　せ

௕໺࿑ಇہ૯຿෦࿑ಇอݥ௃ऩࣨɹ
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●協会けんぽの生活習慣病予防健診（被保険者の方）、特定健診（被扶養者の方）を受診してください。
●‌労働安全衛生法に基づく定期健診を実施されている事業所は、協会けんぽ加入者の方（40歳以上）の
当該結果を協会けんぽにご提供ください。

●健診結果で生活習慣の改善が必要と判定された方（※）は、協会けんぽの特定保健指導をご利用ください。
　※腹囲：男性85cm以上、女性90cm以上、最高血圧：130mmHg以上、空腹時血糖値：100mg/dl以上など。

●特定保健指導の対象とならないよう、日常から健康的な生活習慣に取り組んでください。
●‌特定保健指導対象者は、プログラムに最後まで取り組むとともに、必要に応じて医療機関を受診してく
ださい。

●‌生活習慣病予防健診の結果、血圧または血糖値の項目で「要治療者（再検査含む）」の判定を受けた方は、
協会けんぽから受診勧奨のご案内を送付しますので、必ず医療機関を受診してください。

●薬局でお薬を受け取る際はジェネリック医薬品（※）を選択してください。
　※�ジェネリック医薬品（後発医薬品）とは、新薬（先発医薬品）と同等の有効成分・効能があると厚生労働省から認められている
安価なお薬です。

　全ての事業主、加入者の皆様の健康への取り組みが医療費適正化につながります。協会けんぽも皆様の取り
組みを全力でサポートさせていただきますので、共に取り組んでまいりましょう。

ձ͚ΜΆ͔Βの͓஌Βͤڠ

平成30年度から導入されたインセンティブ制度について

5つの評価指標

ɹᶃ�ಛఆ݈਍౳のड਍཰

ɹᶄ�ಛఆอ݈ࢦಋの࣮ࢪ཰

ɹᶅ�ಛఆอ݈ࢦಋର৅ऀのݮগ཰

ɹᶆ�ҩྍؔػ΁のड਍ק঑Λड͚ͨཁऀྍ࣏のҩྍؔػड਍཰

ɹᶇ�ジΣωϦοΫҩༀ඼の࢖༻ׂ߹

　5つの評価指標における協会けんぽ加入者及び事業主の取り組みに応じて、インセンティブ（報奨金）を付与し、
それを『保険料率』に反映させるインセンティブ（報奨金）制度が導入されました。この制度は、全支部の保険料
率を0.01％上乗せしたうえで、5つの評価指標に基づいた全支部のランキングにより、上位23支部の保険料率を引
き下げるというものです。※平成31年度の取り組みの結果は、令和3年度の保険料率に反映されます。

 

 
 
 
 
 
 
 

 ෦͝ͱのϥϯΩϯά ʻ্Ґʼ ʻԼҐʼࢧ

ΠϯηϯςΟϒ෼อݥྉ
཰ 

ΠϯηϯςΟϒ

ΠϯηϯςΟϒ 

 ෛ୲ݯࡒ

0 

【̡制度のイメージ】

メルマガ登録から健康づくりを始めよう♪ 
毎月10日に健康情報配信中！  
登録はこちらから→→→ 

（＠の後ろ）からのメールを受信できるよう設定してください
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☆働きやすい職場環境づくり
　「企業の社会的責任（ＣＳＲ）」を果
たすとともに「あらゆる差別の撤廃と
人権教育の推進」に邁進しましょう。

地球に優しい企業人の皆様へ
“�あなたにもできる。
　��ライフスタイルの見直しで、
　　　１人１日１kgのCO2 削減”

職場での人権意識向上のため
の研修会に講師を派遣します

「職場の人権意識向上セミナー事業」のご案内

　平成22年２月に策定した「長野県人権政策推進基本方針」の基本理念『人権が尊重される長野県』
をめざし、企業・職場での人権意識の向上を図る研修会の開催について県が支援します。

　「職場の人権意識向上セミナー事業」は、企業・職場における人権に関する研修などの積極的な
取組を促進するため、県内の企業等が行う人権に関する研修会に講師を派遣する事業です。
　研修会の講師に係る謝礼金や旅費を県が負担します（ただし、上限額を超えた場合は、その分
のご負担をお願いします。）

※�実施要件など事業の詳細につきましては、県ホームページ（人権・男女共同参画課ページ）を
ご覧いただくか、下記までお問い合わせください。
※予算に上限があるため、受付終了とさせていただく場合があります。

　パワーハラスメント、セクシュアルハラスメント、公正採用、障がい者・高齢者・外国人の雇
用に向けた環境づくり、情報管理、CSR（企業の社会的責任）等

長野県 県民文化部 人権・男女共同参画課　〒380-8570�長野市大字南長野字幅下692-2
電話：026-235-7106　FAX：026-235-7389　E-mail：n-jinken@pref.nagano.lg.jp

お問い合わせ先

事業の概要

事業の流れ 令和２年３月31日までに終了する研修会が対象です。

研修テーマ例

【申請】
実施の概ね２
か月前までに、
講師の希望等
と併せて申請

【打合せ】
研修会講師と
の間で、日時・
内容・経費な
ど、必要な打
合せを実施

研 

修 

実 

施

【報告】
実施結果
を報告

【確認】
申請内容を確
認し、研修会
講師に打診を
行い、結果を
通知

➡ ➡ ➡ ➡
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